
これからのこれからのこれからのこれからの科学技術政策科学技術政策科学技術政策科学技術政策をををを考考考考えるえるえるえる

～ＨＰＣＩ～ＨＰＣＩ～ＨＰＣＩ～ＨＰＣＩへのへのへのへの期待期待期待期待～～～～

サイエンティフィックサイエンティフィックサイエンティフィックサイエンティフィック・・・・システムシステムシステムシステム研究会研究会研究会研究会

２０１０２０１０２０１０２０１０年年年年５５５５月月月月２１２１２１２１日日日日

文部科学省大臣官房審議官文部科学省大臣官房審議官文部科学省大臣官房審議官文部科学省大臣官房審議官 倉持隆雄倉持隆雄倉持隆雄倉持隆雄

アウトラインアウトラインアウトラインアウトライン

☆☆☆☆科学技術政策科学技術政策科学技術政策科学技術政策のののの変遷変遷変遷変遷

＊＊＊＊科学技術基本法科学技術基本法科学技術基本法科学技術基本法とととと科学技術基本計画科学技術基本計画科学技術基本計画科学技術基本計画

＊＊＊＊府省再編府省再編府省再編府省再編とととと総合科学技術会議総合科学技術会議総合科学技術会議総合科学技術会議のののの創設創設創設創設

☆☆☆☆日本日本日本日本のののの科学技術科学技術科学技術科学技術のののの現状現状現状現状

☆☆☆☆政権交代政権交代政権交代政権交代とととと事業仕分事業仕分事業仕分事業仕分けけけけ

☆☆☆☆今後今後今後今後のののの政策展開政策展開政策展開政策展開

＊＊＊＊新成長戦略新成長戦略新成長戦略新成長戦略

＊＊＊＊第第第第４４４４期科学技術基本計画期科学技術基本計画期科学技術基本計画期科学技術基本計画

＊＊＊＊研究開発法人研究開発法人研究開発法人研究開発法人のののの見直見直見直見直しししし

☆☆☆☆次世代次世代次世代次世代スーパーコンピュータスーパーコンピュータスーパーコンピュータスーパーコンピュータ計画計画計画計画からからからから革新的革新的革新的革新的ハイパフォーハイパフォーハイパフォーハイパフォー
マンスマンスマンスマンス・・・・コンピューティングコンピューティングコンピューティングコンピューティング・・・・インフラインフラインフラインフラ整備整備整備整備へへへへ
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出典出典出典出典・・・・科学技術庁政策史科学技術庁政策史科学技術庁政策史科学技術庁政策史ーーーーそのそのそのその成立成立成立成立とととと発展発展発展発展ーーーー：：：：科学新聞社科学新聞社科学新聞社科学新聞社（（（（２００９２００９２００９２００９））））
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諸外国諸外国諸外国諸外国のののの人口動態人口動態人口動態人口動態

出典：文部科学省「平成20年版科学技術白書」

2008年 2025年 2050年

世 界 6,750 8,011 9,191

イ ン ド 1,186 1,447 1,658

中 国 1,336 1,446 1,409

米 国 309 355 402

ブラジル 194 229 254

日 本 128 122 103
(100万人)

出典：総務省統計局データより文部科学省作成

出典：経済産業省資源エネルギー庁「エネルギー白書2004」
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我我我我がががが国国国国のののの人口動態人口動態人口動態人口動態

出典：統計局データより文部科学省作成

我が国の人口動態我が国の人口動態

我が国の労働力人口（5年ごとの推移）我が国の労働力人口（5年ごとの推移）

出典：文部科学省「平成18年版科学技術白書」

50年後の日本の人口（年齢構成比較）50年後の日本の人口（年齢構成比較）

出典：国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料 2009」

（万人）

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

19
3
5

19
4
5

19
5
5

19
6
5

19
7
5

19
8
5

19
9
5

20
0
5

20
1
5

20
2
5

20
3
5

20
4
5

20
5
5

0～14歳
(年少人口)

15～64歳
（生産年齢人口）

65歳以上
（老年人口）

4

各国各国各国各国ののののGDPGDPGDPGDPのののの推移推移推移推移

出典：内閣府「国民経済計算確報」

出典：文部科学省「平成20年版科学技術白書」

OECD諸国の国内総生産（名目GDP)

（米ドル表示：暦年）

OECD諸国の国内総生産（名目GDP)

（米ドル表示：暦年）
各国等のGDPの将来推計各国等のGDPの将来推計
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世界世界世界世界におけるにおけるにおけるにおける人材人材人材人材のののの流流流流れれれれ

（参考）B.Lindsay Lowell Trends in International Migration Flows and Stocks,1975-2005,OECD SOCIAL,EMPLOYMENT 
AND MIGRATION WORKING

（単位：万人）

514

102

333

102

29

75

66

23

322
61

（参考）OECD「Online Education Database」をもとに文部科学省作成。単位：千人。2万人以上移動のみ示した。

大卒人材の地域間移動の

状況（2000年）

大卒人材の地域間移動の

状況（2000年）

世界における留学生の流れ

（2006年）

世界における留学生の流れ

（2006年）
27.427.427.427.4

30.930.930.930.9

93.793.793.793.7

86.486.486.486.452.252.252.252.2

42.042.042.042.0

40.140.140.140.1

61.161.161.161.1
22.322.322.322.3

29.229.229.229.2

79.279.279.279.2

22.422.422.422.4

24.024.024.024.0

26.026.026.026.0

21.621.621.621.6

29.329.329.329.3

（単位：千人）

25.325.325.325.3
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【【【【【【【【科学技術基本法科学技術基本法科学技術基本法科学技術基本法科学技術基本法科学技術基本法科学技術基本法科学技術基本法】】】】】】】】

○○○○科学技術振興科学技術振興科学技術振興科学技術振興にににに関関関関するするするする方針方針方針方針（第２条）
・研究者等の創造性の発揮

・基礎研究、応用研究及び開発研究の調和ある発展に配慮

・科学技術と人間、社会及び自然との調和 等

○○○○科学技術基本計画科学技術基本計画科学技術基本計画科学技術基本計画（第９条）
・政府において、総合科学技術会議の議論を経て策定

○○○○年次報告年次報告年次報告年次報告（第８条）
・政府は、毎年、国会に「科学技術の振興に関して講じた施策に関する報告書」（年次報告）を提出

○○○○国国国国がががが講講講講ずべきずべきずべきずべき施策施策施策施策
・広範な分野における多様な研究開発の均衡のとれた推進（第１０条）

・研究者等の確保、養成及び資質の向上（第１１条）

・研究施設等の整備（第１２条）

・研究開発に係る情報化の促進（第１３条）

・研究開発の成果の公開、情報の提供等（第１６条）

・国際的な交流の推進（第１８条）

・科学技術に関する学習の振興、啓発及び知識の普及（第１９条） 等

衆参両院衆参両院衆参両院衆参両院のののの委員会委員会委員会委員会によるによるによるによる附帯決議附帯決議附帯決議附帯決議にうたわれているにうたわれているにうたわれているにうたわれている事項事項事項事項
・「科学技術基本計画」は、１０年程度を見通した５年間の計画とする。

・「科学技術基本計画」は、政府の研究開発投資額の抜本的拡充を図るべく、講ずべき施策や規模などについて、できるだけ

具体的な記述を行うように努めること。

・「科学技術基本計画」に民間の研究開発について必要な事項を定め、その研究開発が促進されるよう所要の施策を抜本的

に強化すること。

科学技術の振興は我が国の最重要課題の一つ。科学技術の振興を強力に推進し、｢科学技術創

造立国｣を実現するため、議員立法により全会一致で可決成立。平成７年１１月施行。

我が国の科学技術政策① ～科学技術基本法～我が国の科学技術政策① ～科学技術基本法～
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第第第第１１１１期期期期第第第第１１１１期期期期 基本計画基本計画基本計画基本計画基本計画基本計画基本計画基本計画

（（（（平成平成平成平成８８８８～～～～１２１２１２１２年度年度年度年度））））（（（（平成平成平成平成８８８８～～～～１２１２１２１２年度年度年度年度））））

第第第第２２２２期期期期第第第第２２２２期期期期 基本計画基本計画基本計画基本計画基本計画基本計画基本計画基本計画

（（（（平成平成平成平成１３１３１３１３～～～～１７１７１７１７年度年度年度年度））））（（（（平成平成平成平成１３１３１３１３～～～～１７１７１７１７年度年度年度年度））））

第第第第３３３３期期期期第第第第３３３３期期期期 基本計画基本計画基本計画基本計画基本計画基本計画基本計画基本計画

（（（（平成平成平成平成１８１８１８１８～～～～２２２２２２２２年度年度年度年度））））（（（（平成平成平成平成１８１８１８１８～～～～２２２２２２２２年度年度年度年度））））

●政府研究開発投資の
総額規模１７１７１７１７兆円兆円兆円兆円

●●●●新新新新たなたなたなたな研究開発研究開発研究開発研究開発システシステシステシステ

ムムムムのののの構築構築構築構築

・競争的研究資金の拡充

・ポストドクター１万人計画

・産学官の人的交流の促進

・評価の実施
（大綱的指針の策定） 等

●政府研究開発投資の
総額規模１７１７１７１７兆円兆円兆円兆円

●●●●新新新新たなたなたなたな研究開発研究開発研究開発研究開発システシステシステシステ

ムムムムのののの構築構築構築構築

・競争的研究資金の拡充

・ポストドクター１万人計画

・産学官の人的交流の促進

・評価の実施
（大綱的指針の策定） 等

●政府研究開発投資の
総額規模２４２４２４２４兆円兆円兆円兆円

●３３３３つのつのつのつの基本理念基本理念基本理念基本理念
・新しい知の創造

・知による活力の創出

・知による豊かな社会の創生

●●●●政策政策政策政策のののの柱柱柱柱
・戦略的重点化

－基礎研究の推進

－重点分野の設定

・科学技術システム改革

－競争的研究資金倍増
－産学官連携の強化 等

●政府研究開発投資の
総額規模２４２４２４２４兆円兆円兆円兆円

●３３３３つのつのつのつの基本理念基本理念基本理念基本理念
・新しい知の創造

・知による活力の創出

・知による豊かな社会の創生

●●●●政策政策政策政策のののの柱柱柱柱
・戦略的重点化

－基礎研究の推進

－重点分野の設定

・科学技術システム改革

－競争的研究資金倍増
－産学官連携の強化 等

●政府研究開発投資の総額規模
２５２５２５２５兆円兆円兆円兆円

●●●●基本姿勢基本姿勢基本姿勢基本姿勢
・社会・国民に支持され、成果を還元する

科学技術

・人材育成と競争的環境の重視

●●●●科学技術科学技術科学技術科学技術システムシステムシステムシステム改革改革改革改革のののの推進推進推進推進
・競争的資金及び間接経費の拡充

・人材の育成・確保・活躍促進（若手、女性、

外国人）

・イノベーションの創出（基礎研究からのイ

ノベーション、産学官連携強化、地域イノ

ベーションシステム構築 等）

・基盤強化（大学施設、先端大型共用設備）

●●●●戦略的重点化戦略的重点化戦略的重点化戦略的重点化
・基礎研究の推進（自由発想、目的基礎）

・重点推進４分野、推進４分野

・戦略重点科学技術（国家基幹技術等）

●政府研究開発投資の総額規模
２５２５２５２５兆円兆円兆円兆円

●●●●基本姿勢基本姿勢基本姿勢基本姿勢
・社会・国民に支持され、成果を還元する

科学技術

・人材育成と競争的環境の重視

●●●●科学技術科学技術科学技術科学技術システムシステムシステムシステム改革改革改革改革のののの推進推進推進推進
・競争的資金及び間接経費の拡充

・人材の育成・確保・活躍促進（若手、女性、

外国人）

・イノベーションの創出（基礎研究からのイ

ノベーション、産学官連携強化、地域イノ

ベーションシステム構築 等）

・基盤強化（大学施設、先端大型共用設備）

●●●●戦略的重点化戦略的重点化戦略的重点化戦略的重点化
・基礎研究の推進（自由発想、目的基礎）

・重点推進４分野、推進４分野

・戦略重点科学技術（国家基幹技術等）
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科学技術基本計画の推移科学技術基本計画の推移
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科学技術

及び学術の

調和、総合

性の確保

行
政

目
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発

内内内内内内内内 閣閣閣閣閣閣閣閣 府府府府府府府府

総合科学技術会議総合科学技術会議総合科学技術会議総合科学技術会議
○科学技術政策の企画及び立案並びに総合調整

予算・人材等の資源配分の方針

国家的に重要なプロジェクト等に関する評価 等

原子力委員会原子力委員会原子力委員会原子力委員会及び原子力安全委員会原子力安全委員会原子力安全委員会原子力安全委員会

○政策の企画・立案、調整

基本方針基本方針基本方針基本方針のののの提示提示提示提示・・・・総合調整総合調整総合調整総合調整

科学技術政策担当大臣

内 閣 総 理 大 臣

※総理を助け、総合戦略を実施

文文文文文文文文 部部部部部部部部 科科科科科科科科 学学学学学学学学 省省省省省省省省

○科学技術･学術に関する具体的具体的具体的具体的なななな計画計画計画計画のののの

策定策定策定策定、、、、推進推進推進推進

基礎研究及び重要分野の研究開発の推進、評価

科学技術システムの改革に向けた取り組み

科学技術科学技術科学技術科学技術････学術学術学術学術
審議会審議会審議会審議会

○重要事項に関す

る調査審議 等
調

整

研究所

独立行政法人等独立行政法人等独立行政法人等独立行政法人等
（理化学研究所、宇宙航空研究開発機構、

科学技術振興機構、日本学術振興会 等）

○国家基幹技術の推進

○世界最高水準の研究開発の推進

○創造的な人材育成 等

大学大学大学大学・・・・大学共同利用機関大学共同利用機関大学共同利用機関大学共同利用機関

法人等法人等法人等法人等

○研究者の自由な発想に基づく

学術研究の実施

○将来の優秀な人材育成のため

の大学・大学院教育

関関関関関関関関係係係係係係係係

省省省省省省省省庁庁庁庁庁庁庁庁

研究所

関関関関関関関関係係係係係係係係

省省省省省省省省庁庁庁庁庁庁庁庁

文部科学大臣大臣大臣

我が国の科学技術政策② ～行政の推進体制～我が国の科学技術政策② ～行政の推進体制～
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総合科学技術会議総合科学技術会議総合科学技術会議総合科学技術会議（（（（本会議本会議本会議本会議））））（原則毎月１回開催）

① 科学技術に関する基本的な政策の調査審議（例：科学技術基本計画策定に向けた検討）

② 予算・人材等の資源配分等の調査審議（例：毎年度の科学技術関係予算の優先順位付け）

③ 大規模な研究開発の評価

総合科学技術会議議員名簿

科学技術行政の動き

1995年年年年（（（（平成平成平成平成7年年年年）））） 科学技術基本法科学技術基本法科学技術基本法科学技術基本法のののの制定制定制定制定

1996～～～～2000年年年年 第第第第1期科学技術基本計画期科学技術基本計画期科学技術基本計画期科学技術基本計画

2001年年年年（（（（平成平成平成平成13年年年年））））中央省庁再編中央省庁再編中央省庁再編中央省庁再編

→→→→内閣府内閣府内閣府内閣府とともにとともにとともにとともに「「「「総合科学技術会議総合科学技術会議総合科学技術会議総合科学技術会議」」」」発足発足発足発足

2001年年年年～～～～2005年年年年 第第第第2期科学技術基本計画期科学技術基本計画期科学技術基本計画期科学技術基本計画

2006年年年年～～～～2010年年年年 第第第第3期科学技術基本計画期科学技術基本計画期科学技術基本計画期科学技術基本計画

氏名氏名氏名氏名 役職等役職等役職等役職等

閣僚閣僚閣僚閣僚 鳩山由紀夫鳩山由紀夫鳩山由紀夫鳩山由紀夫 内閣総理大臣内閣総理大臣内閣総理大臣内閣総理大臣

平野平野平野平野 博文博文博文博文 内閣官房長官内閣官房長官内閣官房長官内閣官房長官

川端川端川端川端 達夫達夫達夫達夫 科学技術政策担当大臣科学技術政策担当大臣科学技術政策担当大臣科学技術政策担当大臣、、、、文部科学大臣文部科学大臣文部科学大臣文部科学大臣

原口原口原口原口 一博一博一博一博 総務大臣総務大臣総務大臣総務大臣

菅菅菅菅 直人直人直人直人 財務大臣財務大臣財務大臣財務大臣

直嶋直嶋直嶋直嶋 正行正行正行正行 経済産業大臣経済産業大臣経済産業大臣経済産業大臣

有識者有識者有識者有識者 相澤相澤相澤相澤 益男益男益男益男 常勤常勤常勤常勤（（（（元東京工業大学学長元東京工業大学学長元東京工業大学学長元東京工業大学学長））））

本庶本庶本庶本庶 佑佑佑佑 常勤常勤常勤常勤（（（（京都大学客員教授京都大学客員教授京都大学客員教授京都大学客員教授））））

奥村奥村奥村奥村 直樹直樹直樹直樹 常勤常勤常勤常勤（（（（元新日本製鐵元新日本製鐵元新日本製鐵元新日本製鐵㈱㈱㈱㈱代表取締役副社代表取締役副社代表取締役副社代表取締役副社

長長長長））））

白石白石白石白石 隆隆隆隆 常勤常勤常勤常勤（（（（政策研究大学院大学教授政策研究大学院大学教授政策研究大学院大学教授政策研究大学院大学教授・・・・副学副学副学副学

長長長長））））

今榮東洋子今榮東洋子今榮東洋子今榮東洋子 非常勤非常勤非常勤非常勤（（（（名古屋大学名誉教授名古屋大学名誉教授名古屋大学名誉教授名古屋大学名誉教授））））

青木青木青木青木 玲子玲子玲子玲子 非常勤非常勤非常勤非常勤（（（（一橋大学経済研究所教授一橋大学経済研究所教授一橋大学経済研究所教授一橋大学経済研究所教授））））

中鉢中鉢中鉢中鉢 良治良治良治良治 非常勤非常勤非常勤非常勤（（（（ソニーソニーソニーソニー㈱㈱㈱㈱副会長副会長副会長副会長））））

関係機関関係機関関係機関関係機関のののの長長長長 金澤金澤金澤金澤 一郎一郎一郎一郎 日本学術会議会長日本学術会議会長日本学術会議会長日本学術会議会長

総合科学技術会議総合科学技術会議
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我が国が温暖化問題において国際国際国際国際リーダーシップリーダーシップリーダーシップリーダーシップをとるための科学技術

〔地球観測技術でアジアをリード など〕

研究成果を創薬や新規医療技術に実用化実用化実用化実用化するするするする橋渡橋渡橋渡橋渡しししし研究
〔生活習慣病の診断･治療の基盤を確立 など〕

ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ

環 境

減災減災減災減災を重視し被害を大幅に減らす技術

〔災害現場における迅速な人命救助と被害拡大の阻止 など〕
社会基盤

宇宙輸送宇宙輸送宇宙輸送宇宙輸送システムシステムシステムシステム（国家基幹技術）や宇宙・海洋の利用のフロンティアを切り拓く科学技術

〔我が国基幹ロケットの信頼性向上 など〕
フロンティア

等

次世代次世代次世代次世代スーパーコンピュータスーパーコンピュータスーパーコンピュータスーパーコンピュータ（国家基幹技術）や ＩＴ産業の国際的な競争優位を勝ち取る科学技術
〔最先端のエレクトロニクスで省エネルギーなＩＴ利用を実現 など〕

情報通信

ナノ領域での飛躍的な進歩や革新的材料で限界限界限界限界をををを突破突破突破突破しししし､､､､社会社会社会社会････産業産業産業産業のののの要請要請要請要請にににに応応応応えるえるえるえる研究

〔微細ながんを早期に診断し､治療効果の高い医療技術を実現 など〕

ナノ･材料

※その他種々の

融合領域の科学技術

あり

日本独自のものづくりのものづくりのものづくりのものづくりの強強強強みをみをみをみを更更更更にににに強化強化強化強化する技術

〔中小企業の基盤的加工技術･ノウハウを科学で解明し､次代への継承を促進 など〕

ものづくり

運輸部門の石油依存石油依存石油依存石油依存をををを脱却脱却脱却脱却する科学技術

〔次世代に向けた電気自動車の中核技術を確立 など〕

エネルギー

省エネものづくり技術

第３期基本計画における科学技術の戦略的重点化第３期基本計画における科学技術の戦略的重点化

バイオインフォマティクス

ナノ

デバイス

･センサ
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� 若手若手若手若手研究者研究者研究者研究者のののの活躍活躍活躍活躍のののの促進促進促進促進
－ 優れた若手に自立した研究機会を与える仕組みの導入、若手

対象の競争的資金の拡充

� 女性女性女性女性研究者研究者研究者研究者のののの活躍機会活躍機会活躍機会活躍機会のののの拡大拡大拡大拡大
－ 自然科学系全体で２５％の採用目標を設定

� 優優優優れたれたれたれた外国人外国人外国人外国人研究者研究者研究者研究者をををを惹惹惹惹きつけきつけきつけきつけ、、、、シニアシニアシニアシニア研究者研究者研究者研究者もももも活用活用活用活用

� 競争的環境競争的環境競争的環境競争的環境のののの強化強化強化強化
－ 競争的資金の拡充、研究者間の競争・組織間の競争を促進

� 社会社会社会社会ニーズニーズニーズニーズにににに対応対応対応対応しししし、、、、多様多様多様多様なななな場場場場でででで活躍活躍活躍活躍するするするする人材人材人材人材のののの育成育成育成育成

� 次代次代次代次代のののの科学技術科学技術科学技術科学技術をををを担担担担うううう子子子子どもたちどもたちどもたちどもたち等等等等、、、、人材人材人材人材のののの裾野裾野裾野裾野のののの拡大拡大拡大拡大

科学技術システム改革（１）

科学技術人材の育成、確保、活躍の促進

科学技術システム改革（１）

科学技術人材の育成、確保、活躍の促進

12

� 大学大学大学大学のののの更更更更なるなるなるなる改革改革改革改革とととと競争力競争力競争力競争力のののの強化強化強化強化

－重点投資の推進により 世界トップクラスの拠点 30程度 の形成を目指す

� 産学官連携産学官連携産学官連携産学官連携のののの深化深化深化深化

－ 産業界の参画による先端的な融合領域研究拠点の形成

� 大学大学大学大学をををを中心中心中心中心とするとするとするとする地域活性化地域活性化地域活性化地域活性化

－「地域の知の拠点再生プログラム」（地域再生本部と連携）

� 公的研究機関公的研究機関公的研究機関公的研究機関のののの改革徹底改革徹底改革徹底改革徹底によるによるによるによる機能強化機能強化機能強化機能強化

� 府省横断的府省横断的府省横断的府省横断的データデータデータデータベースベースベースベースのののの構築構築構築構築をををを含含含含むむむむ改革改革改革改革によりによりによりにより、、、、研究費研究費研究費研究費のののの

不合理不合理不合理不合理なななな重複重複重複重複やややや過度過度過度過度のののの集中集中集中集中をををを排除排除排除排除

� 施設施設施設施設・・・・設備設備設備設備のののの適切適切適切適切なななな整備整備整備整備やややや知的基盤知的基盤知的基盤知的基盤・・・・研究情報基盤研究情報基盤研究情報基盤研究情報基盤のののの強化強化強化強化

科学技術システム改革（２）

世界最高の科学技術水準を目指す構造改革
～科学の発展と絶えざるイノベーション力の強化

科学技術システム改革（２）

世界最高の科学技術水準を目指す構造改革
～科学の発展と絶えざるイノベーション力の強化
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日本 米国

EU-15 中国
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（年度）

EU-15 211

米国　163

2000年度を100

とした場合の指数

中国  436

韓国  245

日本   108

100
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200

2000 01 02 03 04 05 06 07 08 09

日本 米国

ドイツ フランス

イギリス EU-15

（年度）

米国    163

フランス161

2000年度を100

とした場合の指数

日本   108

ドイツ   186

イギリス176

EU-15  211

76

注） １.各国の科学技術関係予算をIMFレートにより円換算した後、2000年度の値を100とした指数を算出。
２．日本は科学技術基本計画の策定を踏まえ、1996年度、2001年度及び2006年度に対象経費の範囲が見直されている。

３. EU-15の値は推計値、米国(08)、ドイツ(08)、フランス(08)、韓国(08)の値は暫定値である。
資料） 日本： 文部科学省調べ。各年度とも当初予算。

米国、ドイツ、フランス、イギリス、韓国： OECD「Main Science and Technology Indicators Vol 2009/1」
中国： 科学技術部「中国科技統計数据」

EU-15： Eurostat
IMF為替レート：IMF「International Financial Statistics Yearbook」

主要国等の科学技術関係予算の推移

○ 主要国に比べ、我が国の科学技術関係予算の伸びは低調であり、極めて憂慮すべき状況。

出典：文部科学省作成

14

政府研究開発投資の推移

○ 第3期科学技術基本計画で約25兆円を投資目標としたが、現在のところ4年間で約17兆円。
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科学技術関係予算の主な使途の内訳

○ 大学の基礎的・基盤的な研究活動に４割、課題対応の研究開発に５割、横断的施策に１割を配分。

出典：内閣府作成資料
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主要国等主要国等主要国等主要国等のののの研究費研究費研究費研究費のののの推移推移推移推移主要国等主要国等主要国等主要国等のののの研究費研究費研究費研究費のののの推移推移推移推移

9 0   9 2   9 4   9 6   9 8   0 0   0 2   0 4   0 69 0   9 2   9 4   9 6   9 8   0 0   0 2   0 4   0 69 0   9 2   9 4   9 6   9 8   0 0   0 2   0 4   0 69 0   9 2   9 4   9 6   9 8   0 0   0 2   0 4   0 6
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フランスフランスフランスフランス英国英国英国英国

中国中国中国中国韓国韓国韓国韓国

（（（（IMFIMFIMFIMFレートレートレートレート換算換算換算換算））））

主要国等主要国等主要国等主要国等のののの研究者数研究者数研究者数研究者数のののの推移推移推移推移主要国等主要国等主要国等主要国等のののの研究者数研究者数研究者数研究者数のののの推移推移推移推移

研究費研究費研究費研究費のののの性格別構成比性格別構成比性格別構成比性格別構成比 (2006(2006(2006(2006年度年度年度年度)))) 人口人口人口人口1111万人当万人当万人当万人当たりのたりのたりのたりの研究者数研究者数研究者数研究者数 (2006(2006(2006(2006年年年年))))

((((兆円兆円兆円兆円))))

※※※※ドイツドイツドイツドイツはははは応用研究応用研究応用研究応用研究////開発研究開発研究開発研究開発研究ののののデータデータデータデータなしなしなしなし
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41.441.441.441.4

9.39.39.39.3

日本日本日本日本 米国米国米国米国 ドイツドイツドイツドイツ フランスフランスフランスフランス 韓国韓国韓国韓国 中国中国中国中国

（（（（ 年 度年 度年 度年 度 ））））

(2005(2005(2005(2005年年年年))))
(2005(2005(2005(2005年年年年))))

9 0   9 2   9 4   9 6   9 8   0 0   0 2   0 4   0 69 0   9 2   9 4   9 6   9 8   0 0   0 2   0 4   0 69 0   9 2   9 4   9 6   9 8   0 0   0 2   0 4   0 69 0   9 2   9 4   9 6   9 8   0 0   0 2   0 4   0 6

160160160160

140140140140

120120120120

100100100100

80808080

60606060

40404040

20202020

0000

米国米国米国米国

EUEUEUEU----15151515

日本日本日本日本

ドイツドイツドイツドイツ

フランスフランスフランスフランス

英国英国英国英国

中国中国中国中国

韓国韓国韓国韓国

((((万人万人万人万人))))

（（（（ 年年年年 ））））

((((専従換算値専従換算値専従換算値専従換算値))))

科学技術指標の国際比較 ～研究費・研究者数～科学技術指標の国際比較 ～研究費・研究者数～

※※※※内閣府作成資料内閣府作成資料内閣府作成資料内閣府作成資料をもとにをもとにをもとにをもとに作成作成作成作成
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9 0   9 2   9 4   9 6   9 8   0 0   0 2   0 4   0 69 0   9 2   9 4   9 6   9 8   0 0   0 2   0 4   0 69 0   9 2   9 4   9 6   9 8   0 0   0 2   0 4   0 69 0   9 2   9 4   9 6   9 8   0 0   0 2   0 4   0 6

40404040

35353535

30303030

25252525

20202020

15151515

10101010

5555

0000

((((万件万件万件万件))))

米国米国米国米国

EUEUEUEU----15151515

日本日本日本日本

ドイツドイツドイツドイツ

フランスフランスフランスフランス

英国英国英国英国
中国中国中国中国

韓国韓国韓国韓国

9 7   9 8   9 9   0 0   0 1   0 2   0 3   0 4   0 5   0 69 7   9 8   9 9   0 0   0 1   0 2   0 3   0 4   0 5   0 69 7   9 8   9 9   0 0   0 1   0 2   0 3   0 4   0 5   0 69 7   9 8   9 9   0 0   0 1   0 2   0 3   0 4   0 5   0 6

25252525

20202020

15151515

10101010

5555

0000

((((万件万件万件万件))))

米国米国米国米国

日本日本日本日本

ドイツドイツドイツドイツ
フランスフランスフランスフランス

英国英国英国英国
中国中国中国中国

韓国韓国韓国韓国

主要国等主要国等主要国等主要国等のののの論文数論文数論文数論文数主要国等主要国等主要国等主要国等のののの論文数論文数論文数論文数 主要国等主要国等主要国等主要国等のののの特許登録件数特許登録件数特許登録件数特許登録件数のののの推移推移推移推移主要国等主要国等主要国等主要国等のののの特許登録件数特許登録件数特許登録件数特許登録件数のののの推移推移推移推移

○○○○特許出願件数特許出願件数特許出願件数特許出願件数、、、、特許登録件数特許登録件数特許登録件数特許登録件数ともにともにともにともに日本日本日本日本

はははは1位位位位
○○○○ PCT出願出願出願出願はははは米国米国米国米国にににに次次次次いでいでいでいで2位位位位

○○○○特許出願件数特許出願件数特許出願件数特許出願件数、、、、特許登録件数特許登録件数特許登録件数特許登録件数ともにともにともにともに日本日本日本日本

はははは1位位位位
○○○○ PCT出願出願出願出願はははは米国米国米国米国にににに次次次次いでいでいでいで2位位位位

PCT: PCT: PCT: PCT: PPPPatentatentatentatent CCCCooperation ooperation ooperation ooperation TTTTreatyreatyreatyreaty

○○○○日本日本日本日本はははは2005年年年年までまでまでまで米国米国米国米国にににに次次次次いでいでいでいで2位位位位、、、、

2006年以降年以降年以降年以降はははは米国米国米国米国、、、、中国中国中国中国にににに次次次次いでいでいでいで3位位位位

○○○○相対被引用度相対被引用度相対被引用度相対被引用度はははは主要国等主要国等主要国等主要国等のののの中中中中ではではではでは6位位位位
（（（（米国米国米国米国････英国英国英国英国････ドイツドイツドイツドイツ････カナダカナダカナダカナダ････フランスフランスフランスフランス････日本日本日本日本のののの順順順順））））

○○○○日本日本日本日本のののの被引用度被引用度被引用度被引用度がががが高高高高いいいい研究分野研究分野研究分野研究分野

材料科学材料科学材料科学材料科学、、、、宇宙科学宇宙科学宇宙科学宇宙科学、、、、免疫学免疫学免疫学免疫学、、、、化学等化学等化学等化学等

○○○○日本日本日本日本はははは2005年年年年までまでまでまで米国米国米国米国にににに次次次次いでいでいでいで2位位位位、、、、

2006年以降年以降年以降年以降はははは米国米国米国米国、、、、中国中国中国中国にににに次次次次いでいでいでいで3位位位位

○○○○相対被引用度相対被引用度相対被引用度相対被引用度はははは主要国等主要国等主要国等主要国等のののの中中中中ではではではでは6位位位位
（（（（米国米国米国米国････英国英国英国英国････ドイツドイツドイツドイツ････カナダカナダカナダカナダ････フランスフランスフランスフランス････日本日本日本日本のののの順順順順））））

○○○○日本日本日本日本のののの被引用度被引用度被引用度被引用度がががが高高高高いいいい研究分野研究分野研究分野研究分野

材料科学材料科学材料科学材料科学、、、、宇宙科学宇宙科学宇宙科学宇宙科学、、、、免疫学免疫学免疫学免疫学、、、、化学等化学等化学等化学等

注注注注））））出願人出願人出願人出願人のののの国籍別国籍別国籍別国籍別にににに、、、、自国及自国及自国及自国及びびびび他国他国他国他国においてにおいてにおいてにおいて登録登録登録登録されたされたされたされた件数件数件数件数とととと、、、、

ＰＣＴＰＣＴＰＣＴＰＣＴ国際特許出願国際特許出願国際特許出願国際特許出願にににに基基基基づくづくづくづく登録件数登録件数登録件数登録件数をををを合計合計合計合計 したものしたものしたものしたもの。。。。

科学技術指標の国際比較 ～論文数・特許数～科学技術指標の国際比較 ～論文数・特許数～

※※※※内閣府作成資料内閣府作成資料内閣府作成資料内閣府作成資料をもとにをもとにをもとにをもとに作成作成作成作成
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21212121
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31313131

22222222

中国中国中国中国

日本日本日本日本

（（（（年年年年））））（（（（順位順位順位順位））））

1
1993199319931993 1996199619961996 1999199919991999 2002200220022002 2005200520052005 2006200620062006 2007200720072007 2008200820082008

0000

5555

10101010

15151515

20202020

25252525

30303030

35353535

40404040

11111111

12121212
19191919

34343434

22222222
日本日本日本日本

（（（（年年年年））））（（（（順位順位順位順位））））

1
1993199319931993 1996199619961996 1999199919991999 2002200220022002 2005200520052005 2006200620062006 2007200720072007

2222 1111

OECDOECDOECDOECD諸国諸国諸国諸国のののの一人一人一人一人あたりあたりあたりあたりＧＤＰＧＤＰＧＤＰＧＤＰのののの推移推移推移推移OECDOECDOECDOECD諸国諸国諸国諸国のののの一人一人一人一人あたりあたりあたりあたりＧＤＰＧＤＰＧＤＰＧＤＰのののの推移推移推移推移

日本日本日本日本のののの評価結果評価結果評価結果評価結果

・・・・マクロマクロマクロマクロ経済経済経済経済：：：：29292929位位位位 ・・・・政府政府政府政府のののの効率性効率性効率性効率性：：：：政府政府政府政府のののの効率性効率性効率性効率性：：：：3939393939393939位位位位位位位位

・・・・ビジネスビジネスビジネスビジネスのののの効率性効率性効率性効率性：：：：24242424位位位位 ・・・・インフラインフラインフラインフラ：：：：インフラインフラインフラインフラ：：：：44444444位位位位位位位位

（（（（特特特特にににに、、、、科学科学科学科学インフラインフラインフラインフラはははは2222位位位位））））

（（（（特特特特にににに強強強強いものいものいものいもの）））） （（（（特特特特にににに弱弱弱弱いものいものいものいもの））））

・・・・企業顧客満足度企業顧客満足度企業顧客満足度企業顧客満足度：：：： 1111位位位位 ・・・・法人税率法人税率法人税率法人税率：：：： 55555555位位位位

・・・・中等教育就学率中等教育就学率中等教育就学率中等教育就学率：：：： 1111位位位位 ・・・・政府負債総額政府負債総額政府負債総額政府負債総額：：：： 54545454位位位位

・・・・推定出生時平均寿命推定出生時平均寿命推定出生時平均寿命推定出生時平均寿命：：：： 1111位位位位 ・・・・経営者経営者経営者経営者のののの起業起業起業起業

家精神家精神家精神家精神: 53: 53: 53: 53位位位位

GDPGDPGDPGDP総額総額総額総額のののの順位順位順位順位(2007(2007(2007(2007年年年年))))

1111位位位位 米国米国米国米国

22222222位位位位位位位位 日本日本日本日本日本日本日本日本

3333位位位位 ドイツドイツドイツドイツ

4444位位位位 英国英国英国英国

5555位位位位 フランスフランスフランスフランス

総額総額総額総額はははは依然依然依然依然2222位位位位ではあるがではあるがではあるがではあるが、、、、2002200220022002年以降年以降年以降年以降ののののGDPGDPGDPGDP伸伸伸伸びびびび率率率率
はははは、、、、米米米米、、、、日日日日、、、、独独独独、、、、英英英英、、、、仏仏仏仏、、、、北欧北欧北欧北欧4444カカカカ国中国中国中国中、、、、日本日本日本日本がががが最下位最下位最下位最下位

(OECD(OECD(OECD(OECD非加盟非加盟非加盟非加盟のののの中国中国中国中国ははははドイツドイツドイツドイツとととと英国英国英国英国のののの間間間間））））

ＩＭＤＩＭＤＩＭＤＩＭＤ国際競争力国際競争力国際競争力国際競争力ランキングランキングランキングランキングのののの推移推移推移推移ＩＭＤＩＭＤＩＭＤＩＭＤ国際競争力国際競争力国際競争力国際競争力ランキングランキングランキングランキングのののの推移推移推移推移

米国米国米国米国

ドイツドイツドイツドイツ 英国英国英国英国

韓国韓国韓国韓国

英国英国英国英国

米国米国米国米国

韓国韓国韓国韓国

※※※※全全全全55555555カカカカ国中国中国中国中

科学技術指標の国際比較 ～ＧＤＰ・国際競争力～科学技術指標の国際比較 ～ＧＤＰ・国際競争力～

※※※※内閣府作成資料内閣府作成資料内閣府作成資料内閣府作成資料をもとにをもとにをもとにをもとに作成作成作成作成 19



【出典】 ガートナーガートナーガートナーガートナー データクエストデータクエストデータクエストデータクエスト

半導体売半導体売半導体売半導体売りりりり上上上上げげげげシェアシェアシェアシェア推移推移推移推移（（（（地域別地域別地域別地域別))))半導体売半導体売半導体売半導体売りりりり上上上上げげげげシェアシェアシェアシェア推移推移推移推移（（（（地域別地域別地域別地域別))))

３８３８３８３８％％％％３８３８３８３８％％％％

９９９９％％％％９９９９％％％％

１３１３１３１３％％％％１３１３１３１３％％％％ ７７７７％％％％７７７７％％％％

１４１４１４１４％％％％１４１４１４１４％％％％

日本日本日本日本：：：：9999社社社社でででで５５５５％％％％日本日本日本日本：：：：日本日本日本日本：：：：99999999社社社社でででで社社社社でででで５５５５％％％％５５５５％％％％

携帯電話端末売携帯電話端末売携帯電話端末売携帯電話端末売りりりり上上上上げげげげシェアシェアシェアシェア（（（（企業別企業別企業別企業別））））携帯電話端末売携帯電話端末売携帯電話端末売携帯電話端末売りりりり上上上上げげげげシェアシェアシェアシェア（（（（企業別企業別企業別企業別））））

8 0  8 2  8 4  9 6  8 8  9 0  9 2  9 4  9 6  9 8  0 0  0 2  0 4  0 6   8 0  8 2  8 4  9 6  8 8  9 0  9 2  9 4  9 6  9 8  0 0  0 2  0 4  0 6   8 0  8 2  8 4  9 6  8 8  9 0  9 2  9 4  9 6  9 8  0 0  0 2  0 4  0 6   8 0  8 2  8 4  9 6  8 8  9 0  9 2  9 4  9 6  9 8  0 0  0 2  0 4  0 6   

60606060

50505050

40404040

30303030

20202020

10101010

0000

((((％％％％))))

米国企業米国企業米国企業米国企業

日本企業日本企業日本企業日本企業

欧州企業欧州企業欧州企業欧州企業
アジアアジアアジアアジア・・・・パシフィックパシフィックパシフィックパシフィック企業企業企業企業

・・・・80808080年代後半年代後半年代後半年代後半にににに50505050％％％％以上以上以上以上あったあったあったあった日本日本日本日本ののののシェアシェアシェアシェアはははは、、、、

それそれそれそれ以降低下傾向以降低下傾向以降低下傾向以降低下傾向にありにありにありにあり、、、、現在現在現在現在20202020％％％％強強強強

・・・・近年近年近年近年、、、、売上高売上高売上高売上高10101010位以内位以内位以内位以内にににに、、、、日本企業日本企業日本企業日本企業はははは2222社程度社程度社程度社程度

かつてかつてかつてかつて高高高高いいいい国際競争力国際競争力国際競争力国際競争力をををを有有有有したしたしたした産業産業産業産業においてにおいてにおいてにおいて、、、、他国他国他国他国のののの追随追随追随追随やややや社会社会社会社会システムシステムシステムシステム上上上上のののの問題問題問題問題からからからから、、、、

国際競争力国際競争力国際競争力国際競争力がががが低下低下低下低下

【出典】 ガートナーガートナーガートナーガートナー データクエストデータクエストデータクエストデータクエスト

ソニーエリクソンソニーエリクソンソニーエリクソンソニーエリクソンソニーエリクソンソニーエリクソンソニーエリクソンソニーエリクソン

ノキアノキアノキアノキアノキアノキアノキアノキア

モトローラモトローラモトローラモトローラモトローラモトローラモトローラモトローラ

LGLGLGLGLGLGLGLGエレクトロニクスエレクトロニクスエレクトロニクスエレクトロニクスエレクトロニクスエレクトロニクスエレクトロニクスエレクトロニクスサムスンサムスンサムスンサムスン電子電子電子電子サムスンサムスンサムスンサムスン電子電子電子電子

・・・・コンテンツコンテンツコンテンツコンテンツやややや多機能化多機能化多機能化多機能化によりによりによりにより、、、、一時一時一時一時、、、、日本日本日本日本はははは「「「「ケータイケータイケータイケータイ
王国王国王国王国」」」」にににに

・・・・「「「「ガラパゴスガラパゴスガラパゴスガラパゴス化化化化」：」：」：」：国内市場国内市場国内市場国内市場でででで独自独自独自独自のののの進化進化進化進化

・・・・2007200720072007年末年末年末年末、、、、販売奨励金販売奨励金販売奨励金販売奨励金のののの撤廃撤廃撤廃撤廃によりによりによりにより、、、、端末費端末費端末費端末費がががが急騰急騰急騰急騰しししし、、、、
国内販売量国内販売量国内販売量国内販売量がががが激減激減激減激減

・・・・汎用携帯汎用携帯汎用携帯汎用携帯がががが主流主流主流主流のののの海外海外海外海外へのへのへのへの展開展開展開展開がががが困難困難困難困難

科学技術指標の国際比較 ～半導体・携帯電話の売上～科学技術指標の国際比較 ～半導体・携帯電話の売上～

※※※※内閣府作成資料内閣府作成資料内閣府作成資料内閣府作成資料をもとにをもとにをもとにをもとに作成作成作成作成
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NRI 未来ナビ “「ガラパゴス化」する日本” (2008.2.13) より引用

～ ガラパゴス化 ～



新成長戦略の概要新成長戦略の概要

○ 平成２１年１２月３０日に「新成長戦略（基本方針）」が閣議決定。
→科学・技術は雇用・人材とともに成長を支えるプラットフォームと位置づけられた。

○ 今後、目標・施策の深掘り、新たな施策の追加（未来への「選択と集中」）を行い、平成２２年６月頃までに、

「新成長戦略」の最終とりまとめが行われる予定。

新成長戦略について新成長戦略について新成長戦略について

22

【2020 年までの目標】

『世界をリードするグリーン・イノベーションとライフ・イノベーション』、『独自の分野で世界

トップに立つ大学・研究機関の数の増』、『理工系博士課程修了者の完全雇用を達成』、

『中小企業の知財活用の促進』、『情報通信技術の活用による国民生活の利便性の向上、

生産コストの低減』、『官民合わせた研究開発投資をＧＤＰ比４％以上』

【主な施策】

● 大学・公的研究機関改革の加速、若手研究者の多様なキャリアパス整備

● イノベーション創出のための制度・規制改革

● 行政のワンストップ化、情報通信技術の利活用を促進するための規制改革

新成長戦略（基本方針）の内容（科学・技術立国戦略）新成長戦略（基本方針）の内容（科学・技術立国戦略）

科学・技術立国戦略科学・技術立国戦略科学・技術立国戦略
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第４期科学技術基本計画に向けて第４期科学技術基本計画に向けて

科学技術基本計画は、科学技術基本法に基づき策定される、科学技術の総合的かつ

計画的な推進を図るための“今後10年程度を見通した５年間の計画”。

（第１期（平成８年度～12年度）、第２期（平成13年度～17年度）、第３期（平成18年度～22年度） ）

文部科学省では、野依良治・理化学研究所理事長を主査とする委員会にて

審議を行い、平成21年12月に検討結果を報告書としてとりまとめた。

現行の第３期科学技術基本計画は、最終年度を迎えたことから、

平成23年度以降の「第４期科学技術基本計画」に向けた検討が必要。

24

① 安心・安全で、質の高い社会及び国民生活を実現する国

② 様々な「制約」の中でも、国際的優位性を保持しつつ、持続的な

成長・発展を遂げる国

③ 世界各国と協調・協力し、地球規模問題の解決を先導する国

④ 多様性があり、世界最先端の「知」の資産を創出し続ける国

⑤ 科学技術を文化や文明の礎として育む国

① 安心・安全で、質の高い社会及び国民生活を実現する国

② 様々な「制約」の中でも、国際的優位性を保持しつつ、持続的な

成長・発展を遂げる国

③ 世界各国と協調・協力し、地球規模問題の解決を先導する国

④ 多様性があり、世界最先端の「知」の資産を創出し続ける国

⑤ 科学技術を文化や文明の礎として育む国

基本計画特別委員会報告書の概要（１）基本計画特別委員会報告書の概要（１）

① 科学技術政策から「科学技術イノベーション政策」へと転換する

② 科学技術イノベーション政策を「社会とともに創り、実現」する

③ 科学技術イノベーション政策において「人と、人を支える組織の役割」

を一層重視する

① 科学技術政策から「科学技術イノベーション政策」へと転換する

② 科学技術イノベーション政策を「社会とともに創り、実現」する

③ 科学技術イノベーション政策において「人と、人を支える組織の役割」

を一層重視する

５つの「目指すべき国の姿」５つの「目指すべき国の姿」５つの「目指すべき国の姿」

３つの基本的方針３つの基本的方針３つの基本的方針
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基本計画特別委員会報告書の概要（２）基本計画特別委員会報告書の概要（２）

① 新たな知の創造に向けた研究の推進

・ 運営費交付金や科学研究費補助金を拡充する

・ 研究者の社会に対する説明責任を強化する

② 人材の育成
・ 大学院学生などへの経済的支援を充実させる

（例）ティーチングアシスタントやリサーチアシスタントなどの給付型の経済的支援を拡充する

・ 博士課程修了者などのキャリアパスを多様化する

・ 若手研究者のポストを確保する

・ テニュアトラック制
（※）

を普及・定着させる
（※）公正で透明性の高い選抜により採用された若手研究者が、審査を経てより安定的な職を得る前に、
任期付きの雇用形態で自立した研究者としての経験を積むことができる仕組み。

③ 研究開発システムの改革

・ 競争的資金制度間の連続性を確保する

・ ハイリスク研究や異分野融合研究などを支援する

④ 大学などの教育研究力の強化

・ 大学などの施設・設備の整備や共同利用・共同研究を推進する

① 新たな知の創造に向けた研究の推進

・ 運営費交付金や科学研究費補助金を拡充する

・ 研究者の社会に対する説明責任を強化する

② 人材の育成
・ 大学院学生などへの経済的支援を充実させる

（例）ティーチングアシスタントやリサーチアシスタントなどの給付型の経済的支援を拡充する

・ 博士課程修了者などのキャリアパスを多様化する

・ 若手研究者のポストを確保する

・ テニュアトラック制
（※）

を普及・定着させる
（※）公正で透明性の高い選抜により採用された若手研究者が、審査を経てより安定的な職を得る前に、
任期付きの雇用形態で自立した研究者としての経験を積むことができる仕組み。

③ 研究開発システムの改革

・ 競争的資金制度間の連続性を確保する

・ ハイリスク研究や異分野融合研究などを支援する

④ 大学などの教育研究力の強化

・ 大学などの施設・設備の整備や共同利用・共同研究を推進する

基礎科学力を大幅に強化する基礎科学力を大幅に強化する基礎科学力を大幅に強化する
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基本計画特別委員会報告書の概要（３）基本計画特別委員会報告書の概要（３）

① 重要な政策課題に対応した研究開発の推進

・ 「目指すべき国の姿」に対応した地球温暖化対策などの「重要政策課題」

を設定する
・ 産学官協働での戦略の策定及び府省横断的な研究開発の全体マネジ

メントを行う体制の整備を行う
② 国際活動の推進

・ 科学技術外交を推進する
・ 研究者の海外派遣や受入れ促進などの頭脳循環（ブレインサーキュ
レーション）を推進する

③ 政策課題への対応などに向けた研究開発システムの改革

・ 新たな産学官の研究開発体制を構築する
・ 地域の特色を活かしたイノベーションを推進する
④ 世界的な研究開発機関の形成及び先端研究基盤の整備
・ 新たな研究開発法人制度を検討する
・ 世界トップレベルの研究開発拠点を形成する

① 重要な政策課題に対応した研究開発の推進

・ 「目指すべき国の姿」に対応した地球温暖化対策などの「重要政策課題」

を設定する
・ 産学官協働での戦略の策定及び府省横断的な研究開発の全体マネジ

メントを行う体制の整備を行う
② 国際活動の推進

・ 科学技術外交を推進する
・ 研究者の海外派遣や受入れ促進などの頭脳循環（ブレインサーキュ
レーション）を推進する

③ 政策課題への対応などに向けた研究開発システムの改革

・ 新たな産学官の研究開発体制を構築する
・ 地域の特色を活かしたイノベーションを推進する
④ 世界的な研究開発機関の形成及び先端研究基盤の整備
・ 新たな研究開発法人制度を検討する
・ 世界トップレベルの研究開発拠点を形成する

重要な政策課題に優先的に対応する重要な政策課題に優先的に対応する重要な政策課題に優先的に対応する
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基本計画特別委員会報告書の概要（４）基本計画特別委員会報告書の概要（４）

① 社会と科学技術イノベーションとの連携強化

・ 政策の企画・立案・推進への国民参画を促進する
・ 科学技術コミュニケーション活動を推進する
・ 科学技術が及ぼす倫理的・法的課題などへ対処する

② 科学技術イノベーション政策に関する企画立案・推進機能の強化

・ 科学技術イノベーション政策を統括する組織を整備し、機能を強化する
・ 科学技術イノベーション政策に関わる調査・分析機能を強化する
・ 計画などの評価及び見直しを実施する

③ 科学技術イノベーション政策の実効性の確保

・ イノベーションを阻む隘路（障害）を解消する
・ 社会・国民と科学技術イノベーションをつなぐ人材を養成・確保する
・ 政策などを科学的な観点から評価・検証する

① 社会と科学技術イノベーションとの連携強化

・ 政策の企画・立案・推進への国民参画を促進する
・ 科学技術コミュニケーション活動を推進する
・ 科学技術が及ぼす倫理的・法的課題などへ対処する

② 科学技術イノベーション政策に関する企画立案・推進機能の強化

・ 科学技術イノベーション政策を統括する組織を整備し、機能を強化する
・ 科学技術イノベーション政策に関わる調査・分析機能を強化する
・ 計画などの評価及び見直しを実施する

③ 科学技術イノベーション政策の実効性の確保

・ イノベーションを阻む隘路（障害）を解消する
・ 社会・国民と科学技術イノベーションをつなぐ人材を養成・確保する
・ 政策などを科学的な観点から評価・検証する

社会と科学技術イノベーションとの関係を深化させる社会と科学技術イノベーションとの関係を深化させる社会と科学技術イノベーションとの関係を深化させる

28

基本計画特別委員会報告書の概要（５）基本計画特別委員会報告書の概要（５）

対ＧＤＰ比１％の政府研究開発投資を確保することを基本として投資総額
を明示し、政策を強力に推進する。

対ＧＤＰ比１％の政府研究開発投資を確保することを基本として投資総額
を明示し、政策を強力に推進する。

【主要国等の科学技術関係予算の推

移】
【主要国の政府負担研究費割合の推

移】

100

150

200

250

300

350

400

450

2000 01 02 03 04 05 06 07 08

日本 米国

EU-15 中国

韓国

（年度）

EU-15 213

米国　185

（2000年度を100とした場合の指数）

中国  436

韓国  289

日本   109

出典：科学技術・学術審議会基本計画特別委員会

「我が国の中長期を展望した科学技術の総合戦略に向けて（参考資

料）」

出典：科学技術・学術審議会基本計画特別委員会

「我が国の中長期を展望した科学技術の総合戦略に向けて（参考資

料）」

政府研究開発投資を拡充する政府研究開発投資を拡充する政府研究開発投資を拡充する
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� 人材の活躍環境の整備など研究開発等の推進を支える基盤の強化（第１章）
理数教育の強化、人材の流動化の促進、国際交流の促進、若手等の能力の活用 等

� 研究開発の効率的推進（第３章・第４章）
研究資金の戦略的配分・効率的活用促進、研究者の人件費一律削減への対応 等

� 研究成果の実用化の促進等による民間の研究開発力の強化（第５章）
研究開発施設の共用の促進、物品・収益等の扱いの改善 等

� 研究開発システムの改革に関する内外の動向等の調査研究（第６章）
� 研究開発法人に対する主務大臣の要求（第７章）
� 研究開発法人研究開発法人研究開発法人研究開発法人のののの在在在在りりりり方方方方のののの検討検討検討検討をををを踏踏踏踏まえたまえたまえたまえた法法法法のののの見直見直見直見直しししし（（（（附則附則附則附則・・・・附帯決議附帯決議附帯決議附帯決議））））

主主主主なななな内容内容内容内容

附則第附則第附則第附則第６６６６条条条条：：：：

政府は、この法律の施行後三年以内に、更なる研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的推進の観点

からの研究開発システムの在り方に関する総合科学技術会議における検討の結果を踏まえ、この法律の施

行の状況、研究開発システムの改革に関する内外の動向の変化等を勘案し、この法律の規定について検討

を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

附帯決議附帯決議附帯決議附帯決議：：：：

研究開発システムの在り方に関する総合科学技術会議の検討においては、研究開発の特殊性、優れた人材

の確保、国際競争力の確保などの観点から最も適切な研究開発法人の在り方についても検討すること。

研究開発力強化法の概要研究開発力強化法の概要

45．環境分野などの技術革新で世界をリードする
【具体策】

民主党民主党民主党民主党マニフェストマニフェストマニフェストマニフェスト

○○○○国立大学法人国立大学法人国立大学法人国立大学法人などなどなどなど公的研究開発法人制度公的研究開発法人制度公的研究開発法人制度公的研究開発法人制度のののの改善改善改善改善、研究者奨励金制度の創設などにより、大学大学大学大学やややや研研研研

究機関究機関究機関究機関のののの教育力教育力教育力教育力・・・・研究力研究力研究力研究力をををを世界世界世界世界トップレベルトップレベルトップレベルトップレベルまでまでまでまで引引引引きききき上上上上げるげるげるげる
34

研究開発法人に係る検討について研究開発法人に係る検討について

（日本の相対的地位の低下）
• 中国、韓国、インドなど新興国の台頭

（頭脳循環からの脱落）
• 日本は、世界規模の「頭脳循環」から脱落しつつある。
（人件費等の一律削減）
• 米国研究機関（米国科学財団等）の予算倍増方針など世界的な研究機関強化の潮流の中、人件費・運営
費交付金が削減されている。

（評価疲れ）
• 現在の評価が、法人評価、プロジェクト評価など様々な観点で実施されており、研究者に過度な負担 等

【研究開発法人の課題】

• 定型的な業務を効果的、効率的に行わせることを目的とする独法制度は、研究開発等を競争
的、機動的、弾力的に行わせることを目的とする研究開発法人と相容れない面。

• 国際的な競争環境のもと、的確に研究開発等が推進できるよう、研究開発等の特性（長期性、
不確実性、リスク等）を踏まえた、グローバル標準の運営が行われることが不可欠。

• このため、 「国立研究開発法人」（仮称）制度の創設を含めた検討を推進。

• 定型的な業務を効果的、効率的に行わせることを目的とする独法制度は、研究開発等を競争
的、機動的、弾力的に行わせることを目的とする研究開発法人と相容れない面。

• 国際的な競争環境のもと、的確に研究開発等が推進できるよう、研究開発等の特性（長期性、
不確実性、リスク等）を踏まえた、グローバル標準の運営が行われることが不可欠。

• このため、 「国立研究開発法人」（仮称）制度の創設を含めた検討を推進。

【検討の方針】

①外国人を含めた国際的評価の実現

②国家公務員準拠ではなく、国際水準の給与・待遇を可能とする
③複数年度を前提とした執行を基本とした予算執行の柔軟化（単年度予算からプロジェクト期間予算へ）
④府省や国境の枠を越える連携の推進
⑤国際的な技術インテリジェンス（情報収集・戦略立案）機能の抜本的強化

【考えられる対策】
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研究開発研究開発研究開発研究開発をををを担担担担うううう法人法人法人法人のののの機能強化検討機能強化検討機能強化検討機能強化検討チームチームチームチーム研究開発研究開発研究開発研究開発をををを担担担担うううう法人法人法人法人のののの機能強化検討機能強化検討機能強化検討機能強化検討チームチームチームチーム 中間報告中間報告中間報告中間報告についてについてについてについて中間報告中間報告中間報告中間報告についてについてについてについて

１．研究開発法人に係る共通の制度の創設等
国を代表して国家的に重要な課題等に取り組むため、「国立研究開発機関」など国家を代表するにふさわしい名称や機能を付与。

２．基本的な在り方
○科学技術の水準の向上及びイノベーションの創出を推進

○「世界トップレベルの国際的な競争力」と「世界で最も機動的で弾力的な運営」の実現

○我が国全体の「研究開発システム改革」を先導 ○府省、官民、国境を超える連携を推進し、縦割りを打破

○魅力的なリーダーによるトップダウンによる運営

○成果を最大化するための柔軟かつ弾力的な資源配分

３．業務遂行等の在り方
（１）ガバナンスの改革

・ 外部の意見の取入れ、監査機能強化、国に置く評価委員会への外国人評価者の登用、グローバルな視点を取り入れた評価の

合理的な実施 等

・ 国家的に重要な研究開発等の確実な実施のための主務大臣の関与のスキームの構築、国全体の科学技術戦略との整合

（２）マネジメントの改革

・ 国際的に複数年度を前提とした研究資金制度が普及しつつあること等を踏まえ、中期目標期間を超える繰越しや、研究開発の

特性に応じた合理的な調達を可能にすること等による予算執行の柔軟化 等

・ 国際的な水準を踏まえた給与人事システムの構築、高度な研究開発マネジメント人材の養成 等

・ 出資機能等の導入の検討、 外部資金の獲得・施設共用の促進 等

４．制度の実現と共に改善されるべき事項
公共調達機能を活用したイノベーションの促進、世界で最も優れた競争的資金制度の実現、国際的な技術インテリジェンス機能の

抜本的強化、子どもの才能を見出し伸ばす取組の促進、科学技術に関する更なる理解を得るための取組の促進、機動的で柔軟な

法人運営の実現や組織・業務の再編等による無駄の排除

１．研究開発法人に係る共通の制度の創設等
国を代表して国家的に重要な課題等に取り組むため、「国立研究開発機関」など国家を代表するにふさわしい名称や機能を付与。

２．基本的な在り方
○科学技術の水準の向上及びイノベーションの創出を推進

○「世界トップレベルの国際的な競争力」と「世界で最も機動的で弾力的な運営」の実現

○我が国全体の「研究開発システム改革」を先導 ○府省、官民、国境を超える連携を推進し、縦割りを打破

○魅力的なリーダーによるトップダウンによる運営

○成果を最大化するための柔軟かつ弾力的な資源配分

３．業務遂行等の在り方
（１）ガバナンスの改革

・ 外部の意見の取入れ、監査機能強化、国に置く評価委員会への外国人評価者の登用、グローバルな視点を取り入れた評価の

合理的な実施 等

・ 国家的に重要な研究開発等の確実な実施のための主務大臣の関与のスキームの構築、国全体の科学技術戦略との整合

（２）マネジメントの改革

・ 国際的に複数年度を前提とした研究資金制度が普及しつつあること等を踏まえ、中期目標期間を超える繰越しや、研究開発の

特性に応じた合理的な調達を可能にすること等による予算執行の柔軟化 等

・ 国際的な水準を踏まえた給与人事システムの構築、高度な研究開発マネジメント人材の養成 等

・ 出資機能等の導入の検討、 外部資金の獲得・施設共用の促進 等

４．制度の実現と共に改善されるべき事項
公共調達機能を活用したイノベーションの促進、世界で最も優れた競争的資金制度の実現、国際的な技術インテリジェンス機能の

抜本的強化、子どもの才能を見出し伸ばす取組の促進、科学技術に関する更なる理解を得るための取組の促進、機動的で柔軟な

法人運営の実現や組織・業務の再編等による無駄の排除

• 民主党マニフェストにおいて「公的研究開発法人制度の改善」が公約されたこと等を踏まえて関係副大臣・政務官により検討。
• 研究開発法人は、研究開発等の特性（競争性、不定型であること、予見不可能性、不確実性、長期性、専門性、分野融合や重
複競争の必要性等）を踏まえた、グローバル基準のマネジメントが必要。

• 定型的な業務を効果的、効率的に行わせることを主眼とする独法制度は、研究開発等の成果を最大化するのにはなじまない点
があり、 「国立研究開発機関」（仮称）制度の創設を図る。

• 民主党マニフェストにおいて「公的研究開発法人制度の改善」が公約されたこと等を踏まえて関係副大臣・政務官により検討。
• 研究開発法人は、研究開発等の特性（競争性、不定型であること、予見不可能性、不確実性、長期性、専門性、分野融合や重
複競争の必要性等）を踏まえた、グローバル基準のマネジメントが必要。

• 定型的な業務を効果的、効率的に行わせることを主眼とする独法制度は、研究開発等の成果を最大化するのにはなじまない点
があり、 「国立研究開発機関」（仮称）制度の創設を図る。
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事業概要

我が国の研究力・競争力強化の基盤確立のため、産学官の密接な連携の下、以下を 一体的に

推進
（１）１０ペタフロップス（１秒間に１京回の計算性能）級の次世代スパコンの開発・整備

（Ｈ２４年完成）
（２）次世代スパコンを最大限利活用するためのソフトウェアの開発・普及

（３）上記（１）を中核とする世界最高水準のスーパーコンピューティングﾞ研究教育拠点

（COE）の形成

＜開発スケジュール＞

H20

年度
H21

年度
H22

年度
H23

年度
H19

年度
H18

年度
H24

年度

システム

ソフト
ウェア

施設

実証実証

概念設計

建設建設

開発・製作・評価開発・製作・評価

詳細設計 試作・評価・製造・チューニング

設計

次世代スーパーコンピュータ計画について

次世代スパコン施設

次世代スパコン

筐体試作機

※建設現場の状況や、その他ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの情報は、実施主体の理化
学研究所のＨＰ(http://www.nsc.riken.jp/index_j.html)

に掲載しています。
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次世代スーパーコンピュータプロジェクトの経緯
平成平成平成平成20202020年度年度年度年度

（（（（2008200820082008））））
平成平成平成平成21212121年度年度年度年度

（（（（2009200920092009））））
平成平成平成平成22222222年度年度年度年度

（（（（2010201020102010））））
平成平成平成平成23232323年度年度年度年度

（（（（2011201120112011））））
平成平成平成平成19191919年度年度年度年度

（（（（2007200720072007））））
平成平成平成平成18181818年度年度年度年度

（（（（2006200620062006））））
平成平成平成平成22224444年度年度年度年度

（（（（2012201220122012））））

システムシステムシステムシステム開発開発開発開発 概念設計 詳細設計

平成平成平成平成11117777年度年度年度年度
（（（（2005200520052005））））

○次世代スパコ
ンの 一部稼動

○次世代スパコ
ンの 一部稼動

平成２１年４月～７月 プロジェクトの中間評価を実施。

平成２１年５月 ＮＥＣがプロジェクトから撤退。

平成２１年７月 システム構成を変更。

平成２１年１２月 「革新的ハイパフォーマンス・コンピューティ

ング・インフラの構築」に計画を変更

平成２１年４月～７月 プロジェクトの中間評価を実施。

平成２１年５月 ＮＥＣがプロジェクトから撤退。

平成２１年７月 システム構成を変更。

平成２１年１２月 「革新的ハイパフォーマンス・コンピューティ

ング・インフラの構築」に計画を変更

平成１９年９月 総合科学技術会議等の評価を踏まえ、複合システムとする

ことを決定。

平成１９年９月 総合科学技術会議等の評価を踏まえ、複合システムとする

ことを決定。

平成１９年３月 立地を神戸市に決定。平成１９年３月 立地を神戸市に決定。

平成１８年４月 プロジェクト開始。

平成１８年５月 「特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律」が成立し、次世代スーパーコンピュータが多様な
研究者等に供される共用施設として位置づけられる。

（（（（参考参考参考参考））））研究交流促進法及研究交流促進法及研究交流促進法及研究交流促進法及びびびび特定放射光施設特定放射光施設特定放射光施設特定放射光施設のののの共用共用共用共用のののの促進促進促進促進にににに関関関関するするするする法律法律法律法律のののの一部一部一部一部をををを改正改正改正改正するするするする法律案法律案法律案法律案にににに対対対対するするするする附帯決議附帯決議附帯決議附帯決議（（（（平成平成平成平成１８１８１８１８年年年年）））） （（（（民主民主民主民主、、、、自民自民自民自民、、、、公明等公明等公明等公明等のののの共同提案共同提案共同提案共同提案））））

一 「特定高速電子計算機施設（次世代スーパーコンピュータ）」の研究開発に当たっては、科学技術、特にコンピュータの研究開発分野は日進月歩であることから、国際的な研究開発

状況にも注意を払い、開発計画を適宜見直す等柔軟に対応し、世界最先端・最高性能の達成のため、国は、財政措置等の支援に努めること。

平成１８年４月 プロジェクト開始。

平成１８年５月 「特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律」が成立し、次世代スーパーコンピュータが多様な
研究者等に供される共用施設として位置づけられる。

（（（（参考参考参考参考））））研究交流促進法及研究交流促進法及研究交流促進法及研究交流促進法及びびびび特定放射光施設特定放射光施設特定放射光施設特定放射光施設のののの共用共用共用共用のののの促進促進促進促進にににに関関関関するするするする法律法律法律法律のののの一部一部一部一部をををを改正改正改正改正するするするする法律案法律案法律案法律案にににに対対対対するするするする附帯決議附帯決議附帯決議附帯決議 （（（（平成平成平成平成１８１８１８１８年年年年）））） （（（（民主民主民主民主、、、、自民自民自民自民、、、、公明等公明等公明等公明等のののの共同提案共同提案共同提案共同提案））））

一 「特定高速電子計算機施設（次世代スーパーコンピュータ）」の研究開発に当たっては、科学技術、特にコンピュータの研究開発分野は日進月歩であることから、国際的な研究開発

状況にも注意を払い、開発計画を適宜見直す等柔軟に対応し、世界最先端・最高性能の達成のため、国は、財政措置等の支援に努めること。

平成１７年８月 科学技術・学術審議会下の計算科学技術推進ワーキンググループにおいて、各分野ごとに平成２２年頃に必要

となる演算性能を調査。この結果、１０ペタフロップス超級の汎用スーパーコンピュータの実現を目指すことを提案

平成１７年１１月 総合科学技術会議の事前評価において「本プロジェクトは実施することが適当」とされる。

平成１８年３月 第３期科学技術基本計画において、次世代スーパーコンピューティング技術が国家基幹技術に選定。

平成１７年８月 科学技術・学術審議会下の計算科学技術推進ワーキンググループにおいて、各分野ごとに平成２２年頃に必要

となる演算性能を調査。この結果、１０ペタフロップス超級の汎用スーパーコンピュータの実現を目指すことを提案

平成１７年１１月 総合科学技術会議の事前評価において「本プロジェクトは実施することが適当」とされる。

平成１８年３月 第３期科学技術基本計画において、次世代スーパーコンピューティング技術が国家基幹技術に選定。

●次世代スパコン

一部稼働

●

次世代スパコン完成、

共用開始

試作

・評価 製造
性能
チューニング

平成平成平成平成20202020年度年度年度年度
（（（（2008200820082008））））

平成平成平成平成21212121年度年度年度年度
（（（（2009200920092009））））

平成平成平成平成22222222年度年度年度年度
（（（（2010201020102010））））

平成平成平成平成23232323年度年度年度年度
（（（（2011201120112011））））

平成平成平成平成19191919年度年度年度年度
（（（（2007200720072007））））

平成平成平成平成18181818年度年度年度年度
（（（（2006200620062006））））

平成平成平成平成22224444年度年度年度年度
（（（（2012201220122012））））

システムシステムシステムシステム開発開発開発開発 概念設計概念設計 詳細設計

平成平成平成平成11117777年度年度年度年度
（（（（2005200520052005））））

○次世代スパコ
ンの 一部稼動

○次世代スパコ
ンの 一部稼動

平成２１年４月～７月 プロジェクトの中間評価を実施。

平成２１年５月 ＮＥＣがプロジェクトから撤退。

平成２１年７月 システム構成を変更。

平成２１年１２月 「革新的ハイパフォーマンス・コンピューティ

ング・インフラの構築」に計画を変更

平成２１年４月～７月 プロジェクトの中間評価を実施。

平成２１年５月 ＮＥＣがプロジェクトから撤退。

平成２１年７月 システム構成を変更。

平成２１年１２月 「革新的ハイパフォーマンス・コンピューティ

ング・インフラの構築」に計画を変更

平成１９年９月 総合科学技術会議等の評価を踏まえ、複合システムとする

ことを決定。

平成１９年９月 総合科学技術会議等の評価を踏まえ、複合システムとする

ことを決定。

平成１９年３月 立地を神戸市に決定。平成１９年３月 立地を神戸市に決定。

平成１８年４月 プロジェクト開始。

平成１８年５月 「特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律」が成立し、次世代スーパーコンピュータが多様な
研究者等に供される共用施設として位置づけられる。

（（（（参考参考参考参考））））研究交流促進法及研究交流促進法及研究交流促進法及研究交流促進法及びびびび特定放射光施設特定放射光施設特定放射光施設特定放射光施設のののの共用共用共用共用のののの促進促進促進促進にににに関関関関するするするする法律法律法律法律のののの一部一部一部一部をををを改正改正改正改正するするするする法律案法律案法律案法律案にににに対対対対するするするする附帯決議附帯決議附帯決議附帯決議（（（（平成平成平成平成１８１８１８１８年年年年）））） （（（（民主民主民主民主、、、、自民自民自民自民、、、、公明等公明等公明等公明等のののの共同提案共同提案共同提案共同提案））））

一 「特定高速電子計算機施設（次世代スーパーコンピュータ）」の研究開発に当たっては、科学技術、特にコンピュータの研究開発分野は日進月歩であることから、国際的な研究開発

状況にも注意を払い、開発計画を適宜見直す等柔軟に対応し、世界最先端・最高性能の達成のため、国は、財政措置等の支援に努めること。

平成１８年４月 プロジェクト開始。

平成１８年５月 「特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律」が成立し、次世代スーパーコンピュータが多様な
研究者等に供される共用施設として位置づけられる。

（（（（参考参考参考参考））））研究交流促進法及研究交流促進法及研究交流促進法及研究交流促進法及びびびび特定放射光施設特定放射光施設特定放射光施設特定放射光施設のののの共用共用共用共用のののの促進促進促進促進にににに関関関関するするするする法律法律法律法律のののの一部一部一部一部をををを改正改正改正改正するするするする法律案法律案法律案法律案にににに対対対対するするするする附帯決議附帯決議附帯決議附帯決議 （（（（平成平成平成平成１８１８１８１８年年年年）））） （（（（民主民主民主民主、、、、自民自民自民自民、、、、公明等公明等公明等公明等のののの共同提案共同提案共同提案共同提案））））

一 「特定高速電子計算機施設（次世代スーパーコンピュータ）」の研究開発に当たっては、科学技術、特にコンピュータの研究開発分野は日進月歩であることから、国際的な研究開発

状況にも注意を払い、開発計画を適宜見直す等柔軟に対応し、世界最先端・最高性能の達成のため、国は、財政措置等の支援に努めること。

平成１７年８月 科学技術・学術審議会下の計算科学技術推進ワーキンググループにおいて、各分野ごとに平成２２年頃に必要

となる演算性能を調査。この結果、１０ペタフロップス超級の汎用スーパーコンピュータの実現を目指すことを提案

平成１７年１１月 総合科学技術会議の事前評価において「本プロジェクトは実施することが適当」とされる。

平成１８年３月 第３期科学技術基本計画において、次世代スーパーコンピューティング技術が国家基幹技術に選定。

平成１７年８月 科学技術・学術審議会下の計算科学技術推進ワーキンググループにおいて、各分野ごとに平成２２年頃に必要

となる演算性能を調査。この結果、１０ペタフロップス超級の汎用スーパーコンピュータの実現を目指すことを提案

平成１７年１１月 総合科学技術会議の事前評価において「本プロジェクトは実施することが適当」とされる。

平成１８年３月 第３期科学技術基本計画において、次世代スーパーコンピューティング技術が国家基幹技術に選定。

●次世代スパコン

一部稼働

●

次世代スパコン完成、

共用開始

試作

・評価 製造
性能
チューニング

38

事業仕分けでの評価とパブリックコメント等の状況（１）

１１１１．．．．行政刷新会議第行政刷新会議第行政刷新会議第行政刷新会議第３３３３ＷＧＷＧＷＧＷＧのののの評価結果評価結果評価結果評価結果

⇒ 来年度の予算計上の見送りに限りなく近い縮減

（（（（参考参考参考参考））））事業仕分事業仕分事業仕分事業仕分けのけのけのけの評価評価評価評価コメントコメントコメントコメントへのへのへのへの検討検討検討検討・・・・対応対応対応対応についてについてについてについて

事業仕分け第３WG評価コメント コメントに関する検討・対応

○世界一の頂のみを目指す時代で
はない。

○世界一を目指す必要はない。

○世界一の速度性能の追求から脱却し、10ペタフロップス級達成時
期を「H23年11月」から｢H24年6月までに」に変更。開発加速のため

計上していた110億円（22年度、23年度合計）を削減。

○スパコンの国家戦略を再構築す
べき。現状はスパコンの巨艦巨

砲主義に陥っていないか。

○10ペタスパコンを開発することが
自己目的化している。

○スパコン開発側（供給者）視点から利用者側視点に移し、多様な
ユーザーニーズに応えるための革新的ハイパフォーマンス・コン

ピューティング・インフラを構築。

○10ペタ級スパコンの開発のみならず、国内の小規模なスパコンとの
連携・協力を行い、より多様で効果的な利用を目指す。

２２２２．．．．総合科学技術会議総合科学技術会議総合科学技術会議総合科学技術会議のののの見解見解見解見解

⇒ 次世代スパコン計画を確実に推進すべきとの評価
（H22年度概算要求における科学技術関係施策の優先度判定等
について H21年12年9日）
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事業仕分けでの評価とパブリックコメント等の状況（２）

３３３３．．．．科学界科学界科学界科学界、、、、産業界産業界産業界産業界からのからのからのからの声明声明声明声明やややや提言等提言等提言等提言等

⇒次世代スパコン計画推進を望む

・１１月１８日 計算基礎科学コンソーシアム「次世代スーパーコンピュータ開発に関する緊急声明」

・１１月２５日 兵庫県「次世代スーパーコンピュータと大型放射光施設Spring-8に関する要望」

・１１月２５日 神戸市「科学技術プロジェクトに関する緊急要望」

・１１月２５日 兵庫県立大学、神戸大学等「次世代スーパーコンピュータの開発及び利用の推進に関する要望」

・１１月２５日 （社）日本航空宇宙学会「次世代スーパーコンピュータ開発に関する意見書」
・１１月２６日 ノーベル賞受賞者８名 「卓越した科学技術こそ我が国の生命線」

・１２月 ２日 東京大学 ｢次世代スパコンの必要性｣

・１２月 ４日 計算科学振興財団、ｽｰﾊﾟｰｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ技術産業応用協議会等「次世代ｽｰﾊﾟｰｺﾝﾋﾟｭｰﾀ開発に関する緊急ｱﾋﾟｰﾙ」

４４４４．．．．文部科学省文部科学省文部科学省文部科学省によるによるによるによるパブリックコメントパブリックコメントパブリックコメントパブリックコメント

⇒次世代ｽﾊﾟｺﾝへの意見は約2,200件。約９割が次世代ｽﾊﾟｺﾝ計画推進に賛成

＜＜＜＜計画推進賛成意見計画推進賛成意見計画推進賛成意見計画推進賛成意見のののの例例例例＞＞＞＞

・計画が１年でも凍結すると、日本の科学技術開発の遅滞が発生し、国際的な競争力を失う
・最先端のスパコンの開発の過程で蓄積・フィードバックされる技術の獲得は重要な意義がある

＜＜＜＜計画推進反対意見計画推進反対意見計画推進反対意見計画推進反対意見のののの例例例例＞＞＞＞

・外国からスパコンを購入し、コストを下げるべき
・効果的な利用、運用という面を重視してほしい
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次世代スーパーコンピュータ計画の変更について（１）

＜＜＜＜考考考考ええええ方方方方をををを転換転換転換転換＞＞＞＞

◎スパコン開発側（供給者）視点から利用者側視点へ
◎引き続き世界最高水準を引き続き目指しつつ、多様なユーザーの
ニーズに応える「革新的ハイパフォーマンス・コンピューティング・イン
フラの構築」を目指す。

＜＜＜＜主主主主なななな変更点変更点変更点変更点①①①①＞＞＞＞

○○○○次世代次世代次世代次世代スーパーコンピュータスーパーコンピュータスーパーコンピュータスーパーコンピュータのののの開発開発開発開発スケジュールスケジュールスケジュールスケジュールをををを変更変更変更変更
・１０ペタFLOPS達成：平成２３年１１月→平成２４年６月までに
・システム開発費総額から開発加速のための経費110億円（22年度、23
年度合計）を削減
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○○○○革新的革新的革新的革新的ハイパフォーマンスハイパフォーマンスハイパフォーマンスハイパフォーマンス・・・・コンピューティングコンピューティングコンピューティングコンピューティング・・・・インフラインフラインフラインフラ（ＨＰＣＩ）（ＨＰＣＩ）（ＨＰＣＩ）（ＨＰＣＩ）のののの構構構構
築築築築をををを目指目指目指目指すすすす

・次世代スパコンと国内のスパコン（独法、大学等）をネットワークで結
ぶとともに大規模ストレージ（記憶装置）を整備
→次世代スパコンを利用しやすくするとともに、ネットワーク上
の複数のスパコンを協調的に利用できる環境を構築

・コンソーシアムを形成し、多様なニーズを踏まえながら、同コンソーシ
アムが主導して、上記環境構築のための研究開発などの取組みを実
施する。

＜＜＜＜主主主主なななな変更点変更点変更点変更点②②②②＞＞＞＞

次世代スーパーコンピュータ計画の変更について（２）
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○革新的ハイパフォーマンス・コンピューティング・インフラ

（HPCI）及びコンソーシアムの在り方については、文部科学省

において、ユーザーコミュニティの代表者、ＨＰＣＩに計算資源

を提供することになる主要機関の代表者等からなるワーキン

ググループを立ち上げて検討。（本年4月に3回開催）

○また、この結果を受け、意見交換会の開催、意見募集により幅広

く意見を求め、その上でＨＰＣＩ及びコンソーシアムの在り方につい

ての文科省としての考えを示す。

○本年６月頃を目途として、コンソーシアム（準備段階）を発足

予定。

ＨＰＣＩ構築／コンソーシアム形成に向けた取組
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青木 慎也 筑波大学数理物質科学研究科教授

安達 淳 国立情報学研究所学術基盤推進部長

宇川 彰 筑波大学副学長

加藤 千幸 東京大学生産技術研究所教授

小林 広明 東北大学サイバーサイエンスセンター長

関口 智嗣 産業技術総合研究所情報技術研究部門長

善甫 康成 法政大学情報科学部教授

高田 章 旭硝子株式会社特任研究員

常行 真司 東京大学大学院理学系研究科教授

土居 範久 中央大学研究開発機構教授

平尾 公彦 理化学研究所特任顧問

藤井 孝藏 宇宙航空研究開発機構宇宙科学研究本部教授

福山 淳 京都大学大学院工学研究科教授

宮野 悟 東京大学医科学研究所教授

米澤 明憲 東京大学大学院情報理工学系研究科教授

渡邉 國彦 海洋研究開発機構地球シミュレータセンター長

革新的ハイパフォーマンス・コンピューティング・インフラ

検討ワーキンググループ 委員名簿

合計１６名
（五十音順 敬称略）
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コンソーシアムが目指すもの

�我が国の計算科学技術振興の中心となり、世界最高
水準の成果創出と成果の社会還元を推進

�上記の達成を将来にわたり支える基盤としてHPCIを整
備

�世界トップクラスの大規模スパコンとその他の主要計算資
源をユーザが容易に利用できる環境を構築

�我が国の科学の進展に大きな飛躍をもたらすために必要
な機能を提供

�我が国の産業競争力強化に資するために必要な機能を
提供

�研究コミュニティ、産業界の利用のみならず人材育成、裾
野の拡大にも貢献
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ＨＰＣＩの在り方

�次世代スパコンを中核としたハイパフォーマンス・コンピュー
ティング環境を実現
�ＨＰＣＩ上のスパコンの連携利用
�次世代スパコンと他のスパコンの垂直的連携

�各スパコン間の水平的連携

�計算の内容に応じＨＰＣＩ上の適切なスパコンを利用

�次世代スパコンとストレージを用いた高度なコンピューティング
を実現
�次世代スパコン解析データを基礎データとして共有

�ＨＰＣＩ上のスパコンで計算したデータを共有し次世代スパコンで大規
模計算

� HPCI上で共用されていない官・民の計算資源と連携を容易に
する環境整備

�我が国の計算資源の状況やユーザニーズに応じ柔軟に機能
を変化（参考参照）
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（参考）我が国計算資源の状況に応じたＨＰＣＩの機能（イメージ）

H25H25H25H25年度年度年度年度 H26H26H26H26年度年度年度年度 H27H27H27H27年度年度年度年度 H28H28H28H28年度年度年度年度H24H24H24H24年度年度年度年度H23H23H23H23年度年度年度年度 H29H29H29H29年度年度年度年度

次世代
スパコン

性能

チューニング

▲

11月
共用開始

製造製造 運用運用

▲

４月
一部稼働

その他
スパコン

数10－100テラ級～１ペタ級導入 ～ １－数ペタ級普及 ～ １０ペタ級導入

平成２３年度～ 次世代スパコンと他のスパコンに圧倒的な能力差

次世代スパコンによる大規模計算が主。その他の各スパコンは主に次世代スパコン利用の
ための準備や次世代スパコンへのゲートウェイとして機能

平成２５年度～ 他スパコンと次世代スパコンで特性に応じたジョブの負荷分散が可能

次世代スパコンによる計算に加え、その他の各スパコンに仕事を分担させられる

平成２７年度～ 次世代スパコンと他スパコンが同等

次世代スパコンと他のスパコンを同列に捉え適切な連携計算を実施（次々世代スパコンがＨ
ＰＣＩにつながる場合、また違った在り方も検討しうる）

一定の仮定を前提とした想定 ＊ＨＰＣＩは次世代スパコン運用開始を見据え24年度１１月までに整備

H22H22H22H22年度年度年度年度
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ＨＰＣＩの具体的機能と性能（１）

�ＨＰＣＩ上のスパコンの連携利用

�次世代スパコン利用に必要なチューニングや次世代スパ
コンの解析データの２次処理等をＨＰＣＩ上の他のスパコン
で実施

�次世代スパコンと他のスパコンで特性に応じジョブを負荷
分散

�次世代スパコンとその他スパコンのシームレスな利用を実
現するＩＤ管理システムを整備

�各スパコン間でデータ移動を行うために十分なネットワー
ク環境を整備

SINET４（23年４月運用開始）においてHPC専用の独立した論理
ネットワークを形成。産業利用を見据えて、ＳＩＮＥＴ以外のネット
ワークとの連携も視野に入れる。

＊平成２４年１１月の次世代スパコン共用開始時までに整備することを前提とする
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ＨＰＣＩの具体的機能と性能（２）

�ストレージの利用

�次世代スパコンで計算したデータを基礎データとして共
有。ＨＰＣＩ上のスパコンで特徴に応じた２次解析を実施
（素粒子、核融合、構造物の耐震等）

�ＨＰＣＩ上の各スパコンで計算したデータをストレージで共
有し、次世代スパコンで大規模解析を実施（大規模ゲノ
ム解析等）

�各分野のニーズに応えるため、ＨＰＣＩでどこまで整備を
するかを検討（ＨＰＣＩによりインフラの中核部分を構築し、
各分野のコミュニティが、これに付加的な設備投資等を
行うことにより各分野のニーズを満たすことが出来るよう
にする）

→今後の検討課題(コンソーシアムにおいて検討)
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ＨＰＣＩの具体的機能と性能（３）

◎以上を達成するために必要な具体的な仕様につい

てはコンソーシアムにおいて検討

◎以上の機能を越えたクラウド的、グリッド的機能を

HPCIに設けていくかについては、今後の課題としてコ

ンソーシアムにおいて検討
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コンソーシアムの在り方

�ＨＰＣＩを利用する全てのユーザに開かれている

�世界最先端の計算科学研究開発機能とＨＰＣＩ（次世代

スパコンを含む）運用機能を併せ持つ

�HPCI上で共用される計算資源を全体的に運営・管理

�HPCI上で共用される計算資源の配分に責任を持つ

�将来のスーパーコンピューティングの検討を行う
＊計算科学と計算機科学のコミュニティが連携して推進
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ユーザ意見集約

Ａ分野

中核機関

戦略機関

ユーザコミュニティ機関

ライフ
新材料

エネルギー

コンソーシアムとHPCIのイメージ

Ｂ大学
情報基盤センター

Ａ大学
情報基盤センター

独法計算機

センタースパコン

民間企業
スパコン

次世代
スパコン

Ａ独法
計算機センター

計算科学研究
機構（仮称）

HPCI

ネットワークとストレージ

ネットワーク

計算資源提供機関

コンソーシアム

各拠点

計算機システム

各拠点

計算機システム

各拠点

計算機システム

各拠点

計算機システム

各拠点

計算機システム

ものつくり素核宇宙

NII

ステアリングコミッティー

防災

環境

情報基盤センター

スパコン
情報基盤センター

スパコン

情報基盤センター

スパコン

大学スパコン

センタースパコン

Ｃ大学
スパコンセンター

Ｂ独法
計算機センター

Ｄ大学
情報基盤センター

産業利用

中核機関

独法計算機

センタースパコン

民間企業

ユーザ意見を反映

ユーザ

コミュニティー

ネットワークインフラ

＊次ページ補足説明参照

ユーザ
コミュニティー
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コンソーシアムのイメージ（補足説明）

� 全てのHPCIユーザに開かれた組織形態を取る（準備段階では、計算資
源提供機関＊１とユーザコミュニティ機関＊２から構成される）

� 全てのHPCIユーザに開かれたHPCIユーザの意見を集約するシステムを
設ける

� ユーザの意見を踏まえながら科学的・社会的判断に基づきHPCIを最も
効果的・効率的に運用するための運営方針を決定するステアリングコ
ミッティを設ける

� コンソーシアム運営の牽引役（事務局）となる組織をコンソーシアムにお
いて決める（平成２４年１１月のHPCI運営時においては次世代スパコン
が他のスパコンに比して圧倒的な能力を有しており、HPCIの中核となる
ことから、次世代スパコンの運用に責任を有し、かつ計算科学の研究開
発機能を持つ拠点として設置の準備がなされている計算科学研究機
構（仮称）が牽引役の有力な候補）

＊１：HPCI上で共用される計算資源を提供する機関

＊２：HPCIユーザコミュニティの活動を中心となり支える機関
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具体的なコンソーシアム参画機関（想定）

• HPCI上の計算資源を利用するユーザコミュニティの中核機

関（大学附置研、研究機関、企業等）

• 戦略機関

• 次世代スパコン運用機関（理研）

• 大学の情報基盤センター（７大学＋東工大、筑波大）

• HPCIに計算資源（スパコン、データベース、ネットワーク等）

を提供することが見込まれる大学附置研究所や独立行政

法人等

• ネットワーク支援機関（国立情報学研究所）
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コンソーシアム参画要件

�ユーザコミュニティ機関としての参画要件

�ＨＰＣＩ上の計算資源を利用する研究者が相当程度属するユー

ザコミュニティの中核として活動実績を有する機関

�ＨＰＣＩ計算資源提供機関としての参画要件

�ＨＰＣＩに計算資源を提供する意志を有し、計算資源の共同利用

の実績がある（もしくは共同利用体制の整った）機関

HPCI運営時には、特に計算資源を提供する参画機関に一定の責任が生じる。この
ことを含め、コンソーシアムのガバナンスについて多大な検討が必要。このため、平成

２４年のＨＰＣＩ運営開始時までにこれら事項を検討するため、まずは準備段階としてコ

ンソーシアムを立ち上げる。本格運営段階の参画要件は、コンソーシアムのガバナン

ス等の検討と共に準備段階で検討することとし、準備段階の参画要件は、以下のとお

りとする。
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コンソーシアム準備段階の進め方

� コンソーシアム発足にあたり、コンソーシアム本格運営段階に向け必
要な検討を行う委員会を設ける。

� 当該委員会は、我が国の計算科学技術振興の観点に立ち、所属機
関を越えて全体的な立場から検討を行い得る者から構成されるもの
とする。

� 実効的な検討を可能とするため、当該委員会の委員は１０名程度とし、
あわせて、当該委員会の検討結果をコンソーシアム全体の合意とす
るためのシステムを設ける

� 当該委員会の開催等、コンソーシアム準備段階におけるコンソーシア
ムの運営を円滑に行うため事務局を置く。（ＨＰＣＩの中核となる次世代
スパコンの運用に責任を持ち、研究開発機能も併せ持つ拠点として
設置が検討されている計算科学研究機構（仮称）が有力な候補）
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コンソーシアム準備段階の検討課題（１）

�オールジャパンの計算科学技術体制構築

�次世代スパコン拠点、戦略機関、大学情報基盤セン

ター、その他のコンソーシアム参画機関の役割

�HPCI運営に必要なガバナンス（体制とルール）

�ユーザ意見の集約と反映のためのメカニズム

�HPCI運営手法（共用計算資源の管理、課題選定と計算

資源の配分、セキュリティ等運用ポリシーなど）

�参画機関のHPCI運営における役割と責任

�計算資源の提供に対し必要な予算的措置等
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コンソーシアム準備段階の検討課題（２）

�HPCIの基本仕様と開発スケジュール

�ストレージ、ネットワーク、ミドルウェア

�具体的な機能

�参画機関にどの程度の資源量の提供を求めるか

�HPCI利用手続き、ユーザ支援

�次世代スパコン拠点、戦略機関、大学情報基盤セン

ター等の役割

�登録機関との関係

�ユーザ支援内容（アプリ調整、可視化等）
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コンソーシアム準備段階の検討課題（３）

�ソフトウェアの整備・普及

�人材育成（アカデミアと産業界）

�HPCI上の計算資源を利用した人材育成方策

�HPC人材の裾野を拡げる取組 等

�産業利用の促進方策

�ＨＰＣＩを通じて得られた成果の社会還元方策
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コンソーシアム構築スケジュール（目安）

平成２２年

３月～ HPCI検討ワーキンググループを立ち上げ

ある程度検討が進んだ段階でシンポジウムを開催（数回）

パブリックコメントを求めることも検討

５月中旬 HPCI検討ワーキンググループの検討、意見交換会等の結果を受
け、HPCI及びコンソーシアムの在り方等について決定

５月下旬 コンソーシアム参画機関を募集

６月中旬 コンソーシアム（準備段階）発足
� ＨＰＣＩの基本仕様を検討（２３年度予算概算要求に反映）

� 平成２３年度中を目途に本格運営段階に必要な体制を整備
• コンソーシアム参画機関の役割

• コンソーシアム参画機関間に必要な契約内容の検討・締結 等

平成２４年

４月 コンソーシアム本格運営段階へ移行

１１月 HPCI運用開始
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コンソーシアム構築に当たり今後の検討が

望まれる事項

� 計算科学研究機構（仮称）の位置付け

� 理化学研究所において設置が検討されている計算科学研究機
構（仮称）には、コンソーシアムの中核として、その活動を牽引して
いく拠点として機能することが期待される。同機構がコンソーシア
ムの中核として将来にわたり有効に機能し、オールジャパンとして
の計算科学の推進を牽引できるようにするため、同機構が独立し
た機関である方が望ましいかどうか検討していく必要がある。

� コンソーシアムに対する国の関与

�HPCIの構築や運営を、ユーザ等からなるコンソーシアム主導にす
るという進め方は、利用者視点の新しいプログラムの進め方として
期待される。この新しい進め方を有効かつ円滑に機能させていく
ため、適切な国の関与が必要である。今後、準備段階でコンソー
シアムの具体的な運営を検討していくのとあわせて、国とコンソー
シアムの関係についても更に検討していくことが必要である。
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